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政策の変遷を纏めている。Zuckerman (2013)や Rubin(2013)は、2010 年の「オバ
マケア」成立を境に、非営利病院は地域コミュニティの総合的な健康増進を戦略的
に実施することが法律上求められたなか、病院のコミュニティ・ベネフィット活動































































































米国における 1850 年の産業別の労働力をみると、約 55％が農業従事者、14.5％












































































ていったが、それを救ったのが、1887 年のハッチ法（The Hatch Act of 1887）と 
1890 年の第２モリル法（The Second Morrill Act of 1890）である。ハッチ法は、
1862 年のモリル法に基づ き設置された各 州のランドグラ ント大学（1862 Land 
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ある伝統的黒人大学（Historically Black University）のうち 1 校の私立大学（アラ
バマ州のタスキーギー大学）を含む 17 校が第二モリル法制定を機に設置されたラ

























（ USDA ） 内 の Cooperative State Research, Education, and Extension Service 
(CSREES、2009 年に National Institute of Food and Agriculture; NISF に変更)が主
管となり、全米で 1,000 を超える郡・地域に設置されたエクステンション事務局を
通じて実施される。その多くが各州のランドグラント大学によって運営されてきた



























The American Society for the Extension of University Teaching 1911 ）。英国でのこ
の動きが米国へと伝播し、1880 年代後半からウィスコンシン大学、カンザス大学、
シカゴ大学などが次々と学外貢献部（University Extension Division）が組織された。
その後、1910 年から 25 年にかけて全国的に学外貢献部が相次いで設置され、大学
が地域社会へのサービスを主体的に提供するようになった。具体的には、大学教育
に留まらず、「①通信教育（Correspondence Teaching）、②講義（Lecture Service）、
③サマ ース クー ル（Summer School Programs）、④学 外貢 献ク ラス （Extension 
Classes）、⑤出版、刊行物サービス（Press and Publication Services）、⑥夜学校、
宿泊センター活動（Evening School and Resident Center Activities）、⑦図書館サー
ビス（Library Lending Services）、⑧映像と視覚補助サービス（Film and Visual Aid 
Services ）、 ⑨ 会 議 と 短 期 研 修 活 動 （ Conference, Institute, and Short Course 
Activities）、⑩放送サービス（Broadcasting Services）、⑪コミュニティ、各種機関
団体等への特別サービス（Special Services for Communities, Institutions, and Other 
Interest and Professional Group）」など、生活全般に関する多様な事業が学外貢献
部によって提供された。  
21 
1930 年代以降、学外貢献部は成人の「継続教育 (Continuing Education) 」を、
60 年代には高等教育の大衆化と生涯学習の担い手となった。70 年代半ばになると、
学外貢献部の多くは継続教育部に改組され、教養教育から専門教育にわたる多様な




れたことで 多くの就 学機会が 提供さ れた。 1958 年施行の 国防教育 法（ National 
Defense Education Act）は、いわゆる「スプートニクショック」を受けたものであ
る。初等教育から大学に至る科学教育の充実を目的に、連邦政府からの学生向けロ
ーンが拡充されている。1965 年の高等教育法（Higher Education Act）は、連邦政
府の資金が大学の施設拡充に用いられ、大学を経由して低所得者層の学生への奨学




















は各大学に設置された技術移転機関（Technology Licensing Office, TLO）を通じて
行われるようになり、産学連携の活発化や、グーグル、HP といった大学発ベンチ













った。1869 年には 563 校であった大学数は、1900 年には 977 校、50 年後の 1950
年には 1,852 校、70 年には 2,556 校と年々上昇していった。その設置形態も多様化
が進み、私立の四年制大学は 1970 年になると全大学数（2,556 校）の約半数に当た






















公私を問わない 125 の高等教育機関が「研究大学（Research University）」と区分さ
れた。これらは全領域の学士課程と博士号のための大学院教育を実施し、かつ研究
に高い優先権を与えている存在であり、米国高等教育の最高峰と位置づけられた。
このうち約 3 分の 1 の 43 校は、ランドグラント大学が占めた。更に 88 校「研究大










の 中 心 的 な 役 割 か ら か け 離 れ て い る と い う 懸 念 が 強 ま っ た （ McDowell 2001; 
Mawby 1996; Boyer 1996）。1996 年、州立大学、ランドグラント大学、州立大学シ
ステム等で構成される全米州立・ランドグラント大学協会（The Association of 
Public and Land-Grant Universities, APLU）は、1996 年に州立大学の将来像を検
討する特別委員会（Kellogg Commission in the Future of State and Land-Grant 
Universities）を設置した。同委員会は、「Return to Our Roots」を主題に６つの報
告書を発表した。注目されるのは、大学と社会が課題を共有し、互恵的に繋がるエ













































が 中 心 と な っ て 実 施 す る 貧 困 問 題 へ の 取 り 組 み は CCIs （ Comprehensive 
Community Initiatives ）、 大 学 が 中 心 と な っ て 実 施 さ れ る 取 り 組 み は UCPs













 大学が地域との連携を深める 80 年代の動きは、90 年代に入って更に加速する。
1992 年、連邦住宅都市開発省（Department of Housing and Urban Development, 
HUD）は、「住宅とコミュニティ開発に関する法律（Housing and Community 
Development Act）」施行した。1994 年には、HUD 内に大学を中心としたコミュ
ニティ開発を促進する専門部署 （Office of University Partnership, OUP） が設置
された。OUP が中心となり、学生、教職員、近隣の機関がコミュニティの経済再
生、雇用創出と地域の構成員の健康増進のために共働するキャンパスとコミュニテ
ィのパートナーシップの形成を目指す COPC（Community Outreach Partnership 
Center Program）プログラムを実施された。COPC によって、大学はコミュニティ
の抱える問題解決に関わることを条件に、３年間で 40 万ドルの補助金を得ること
となった。2006 年までの間、COPC は、全米 200 超の大学に対し、約 4500 万ドル
の補助金を提供してきた。  
























背景： 1990 年代初頭、米国の多くの都市同様に、西フィラデルフィア地域（West 
Philadelphia）は、治安の悪化、20％以下という住宅所有率、不動産物件の高い空
室率といった「インナーシティ」問題を抱えていた。特に 1950 年から 90 年には、
約 33 万の人口が約 22 万人に減少し、人口に占める移民系黒人層の比率が 17％から
77％へと急増したことがその深刻度を物語っている。西フィラデルフィア地区の一
部である University City 地域は、ペンシルベニア大学の他に数多くの大学、医療機
関が密集するいわゆる「Eds and Meds」の地域であった。  
しかしながら、教職員は治安や居住環境の悪化するにつれ、住まいをキャンパス
周辺から郊外に移し、学生もまたキャンパス周辺には住まず、離れた場所から通学




















④産業界との協働関係の構築：    
ペンシルベニア大学が有する未開発の土地を商業・複合施設として再開発  
⑤地元経済活動の促進：    




⑥公共教育への投資：   
地域の公立学校と教員組合と連携し、新しい地元重視の K-8（小中学校）学校
の開発のために、同大学が土地を寄付し、建物建設、カリキュラム構築を支援。
また 80 万ドル規模の運営補助を地域が運営する公立学校に補助  
WPI の効果： 2012 年、WPI の効用・効果の規模の調査が行われたが、以下は 1990
年と WPI を実施した 2010 年との比較である。 





・貧困率： University City 地区で 10％減、所得の中間点（Median Income）が
18％減 
・治安： 犯罪率は 50％減少（1996 年との対比） 




・商業開発： 商業物件の面積は 37％増、商用物件 1 平方フィート当たりの賃料
が 54％増（400 ドル） 
ちなみに、WPI が大学そのものにもたらした効果は次のとおりである。  
・入学希望者数：  増加に転じたことで Acceptance Rate が 12％となる 
・募金活動： 2007 年から始めた募金活動で 50 億ドルが集まった  
なお、WPI 開始以降、同大学の経済規模は、大学病院等を含めた大学全体の従業
員数が 16,400 人名を超えた。大学関連での雇用者数は 31,000 人を超えるペンシル
ベニア州では３番目に大きな雇用を抱える民間機関となった。年間 70 億ドルの財・
サービスの消費活動を行っており、雇用者全員宛の給与は年間 23 億ドル、間接的
にフィラデルフィア市内で 57,200 人、州全体では 145,000 名の雇用を創出してい
る。 
 




る目的で、自らを地域の Anchor Institution と位置づけ、地域に貢献することを大
学のミッションに掲げたシラキュース大学の事例を紹介しておく（（CEOs for Cities 
2005; CEOs for Cities with Living Cities 2011）。 
Nancy Cantor 学長9が就任した 2004 年、シラキュース大学は、「Scholarship in 









West Side Initiative（NWSI）」がある。NWSI は、シラキュース大学が有するあら
ゆる資源を梃として、貧困率が全米でも上位 10 番に数えられた大学周辺地域の









ース大学は、2006 年にこれらのプロジェクトの実行部隊として「Near West Side 















やした。その結果、地域全体で 337 名分の正規雇用を生み出したと算出している。 
NWSI によると、これらイニシアチブ全体で 7,000 万ドルの投資が行われ、民間
財団、企業、政府等からも約 5,000 万ドルの資金調達に成功している。うち 1,380
万ドルは、ニューヨーク州からコミュニティ開発目的に融資されていた資金であっ
たが、取り組みの実効性を認められ返済免除となったものである 12。NWSI の主要




５－６．Anchor Institution 戦略  
2000 年代初頭からは、大学に留まらず、病院・医療機関、文化施設、民間財団等
を中核に据えた Anchor Institution（AI）戦略と称される地域経済振興の実践と理論




たのである（Harkavy et al. 1999）。 
各種調査によると、全米の大学数の半数以上となる約2,000大学が都市部に所在し
ている（Initiative for a Competitive Inner City and CEOs for Cities, 2002）。2013
年度の統計では、全米の二年制、四年制大学は、年間517億ドル消費活動を行って









1994年に ICIC（The Initiative for a Competitive Inner City）というNPO法人を設
立した 。2001年には、ICICが企業経営者集団「CEOs for Cities」と共同して、大
学が有する経済的な資源を最大限に利用することで、インナーシティ問題を抱える
都市部の経済再生を目指すアクションプラン（Leveraging Colleges and Universities 




























































































3  両 大 学 と も に 現 在 は 州 立 大 学 と な っ て い る が 、 そ の 成 り 立 ち か ら 半 官 半 民
（quasi-public）大学とも呼ばれる。ちなみに 2012 年のバーモント大学が州から受けた
補助は、総収入の 12％程度である。  
4 私立大学であるマサチューセッツ工科大学とイエール大学の一部であったシェフィ
ールド科学校（Sheffield Scientific School）は、共に 1863 年にランドグラント大学とな
った。その後、1869 年にシェフィールド科学校は、州立コネチカット大学の前身にあ
たるストーズ農業学校（Storrs Agricultural College）の設立に伴い、ランドグラント大
学 の ス テ ー タ ス を 返 上 し た 。 詳 細 は 、 コ ネ チ カ ッ ト 大 学 の ウ エ ブ サ イ ト  
ttps://today.uconn.edu/2012/09/land-grant-status-acquired-after-yale-storrs-controve
rsy/ を参照。 
5 ギルマンの学長就任の所信表明  
https://www.jhu.edu/about/history/gilman-address/ を参照。 
6 USDA のウエブサイトによると、1945 年の段階で、14 時間の労働時間で 2 エーカー
の土地から 100 ブッシェルのコーンを生産していた。1987 年には、3 時間の労働時間
で 100 ブッシェルのコーンを 1 エーカーの土地で生産できるようになった。さらに 2002
年には、100 ブッシェルのコーンを 1 エーカー以下で生産できているとし、同プログラ
ムの有効性を示している。詳細は、  
https://www.uaex.edu/about-extension/history.aspx を参照。 
7 カーネギー区分については、http://carnegieclassifications.iu.edu/ を参照。 




Anchor 戦略を用いた大学改革を行っている。  




12 Saltquaters ウエブサイト http://saltquarters.com/about-us/ を参照。 
13 SALT ウエブサイト http://www.saltdistrict.com/を参照。 






































































































































































































































































































































































































                                                   
註 
1 『慶應義塾七十五年史』には 1932 年に記載がある。  
2 早稲田大学『創立二十五周年記念録』によると、同大学の校外生制度や講義録の出版
などの取り組みは欧米の大学拡張運動と同じものであるとの記載がある。  
3 京都大学電子図書館ウエブサイト  





のは、44 年に公布された「通俗教育調査委員会官制」の公布があってからである。  
5 文部科学省「学生百年史」参照。  
http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/others/detail/1317677.htm （2014 年 6
月 14 日アクセス）  


















8 1971（昭和 45 年）の社会教育審議会の答申「急激な社会構造の変化に対処する社会
教育のあり方について」や中教審の答申「今後における学校教育の総合的な拡充整備の
ための基本的施策について」において指摘された。  
9 文部科学省「国立大学法人化後の現状と課題について」平成 22 年。 
10 文部科学省高等教育局大学振興課大学推進課井上卓己課長による 2009（平成 20 年）
1 月 17 日の「ネットワークフォーラム in 霞が関」で発表した「大学教育改革と大学の
社会貢献」より抜粋。  
11 内閣府「都市再生プロジェクト（第十次決定）大学と地域の連携協働による都市再生


























































ることも、本章の新規性といえる。   
２．米国の SBIR 制度の仕組み  
２－１．中小企業振興政策と SBIR 











































































額を見てみると、国防総省（Department of Defense, DoD）のシェアが50.2％、国
立 衛 生 研 究 所 （ National Institutes of Health, NIH ） を 統 括 す る 保 健 福 祉 省














































フェーズⅢで活躍中のもの 53％ 48％ 
  商業化に成功（製品・技術の販売）  35％ 32％ 
   民間市場 65％ 47％ 
   政府調達 35％ 53％ 
 継続的研究開発資金の獲得  47％ 43％ 
   民間ベンチャーキャピタルなど  76％ 51％ 
   政府研究開発助成（SBIR 以外） 24％ 49％ 
注）会計検査院調査は 1991 年実施、国防省調査は 1996 年実施  
出典）齋藤（1999）、General Accounting Office, Federal Research Observation on the Small Business 
Innovation Research, April 1998 より作成 
 
表 3.2 フェーズⅡ終了後の商業化における顧客 
 最も重要な顧客  回答数（％）  
 国内民間セクター  35％ 
 国防総省（DoD） 32％ 
 DoD または NASA の主な委託業者  10％ 
 NASA 2％ 
 他の政府機関  1％ 
 州又は地方政府  4% 
 輸出市場  14% 
 その他 2% 
出典）Wessner (2008) より作成 
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支援する目的で、SBIR導入から５年後の1988年に施行された連邦法（48 CFR 19.501, 
Small Business Set Aside）の制定によって導入された。政府調達の予算を中小企業






















 4％  主任研究員（Primary Investigator）が大学教員（非常勤含む）  
 22％ 大学教員がコンサルタント等で参加  
 15％ 大学院生がプロジェクトに参加  
 13％ 大学の施設や機器を使用  
 3％  大学の技術をライセンス契約  










































































































行っている。しかしながら、現状の官公需では Set Aside の導入ができないとの指




















たSBIR 助成企業の代表者の出自調査によると、1998 年の SBIR 施行以来、代表
者の7.7％しか博士号取得者がいなかった。これらは、我が国において、大学発の科
学技術をSBIR制度に生かし切れていないことの表れである。 


























































合 や メ ン タ ー プ ロ グ ラ ム を 実 施 し て い る 。 MIT の 同 窓 会 は 、 NPO 法 人 「 MIT 
Enterprise Forum」を設置し、ハイテク関連の起業を支援している。企業に関連し
たセミナー、スタートアップ指導、資金調達支援、起業事例報告会、会員間・起業








                                                   
註 
1 SBIR ウエブサイト“Birth & History of the SBIR Program”参照。 







輸省（DoT）、商務省（DoC）、環境保護局（EPA）の 11 省庁が SBIR に参加している。  
4 Set Aside による契約は、3,000 ドルから 15 万ドルの範囲と決められ、連邦省庁の契
約担当が実施する。Set Aside による調達の実績は Small Business Administration "Small 
Business Administration “FY2014 Scorecard Summary By  Prime Spend (with Subk and 
Plan Progress)” を参照。 
5 山口は、学者を起業家にするメカニズムがなかったため、サイエンス型ベンチャー企
業の体系的な育成に失敗したと日本版 SBIR 制度の失敗を痛烈に批判する立場をとる。 






8 総合科学技術・イノベーション会議第５回基本計画専門調査会（2015 年 4 月 9 日開
催）配布資料（図 5）を参照。 
9 MIT の他、卒業生を対象としたベンチャー支援、会員間のネットワーキングなどは、
スタンフォード大学、イエール大学、UCLA、UCSF 等で盛んである。  
10 東京工業大学の蔵前工業会、早稲田大学などがある。 
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2,938 億円、所得効果 883 億円、うち農業部門は 1,249 億円、所得効果 483 億円と
なっている5。 
農林水産省は、地産地消のメイン活動ともいわれる直売所の推移を調査している。
直売所の設立数は、2006 年度が 13,538 に対し、2014 年度は 23,560。総販売額は
2006 年度の 4,585 億円から 2015 年度には 9,026 億円、これを農業総産出額に占め
る直売所の総販売額で見ると、2013 年度が 5.5％で 2013 年度は 10.6％と約倍増し




万円未満が 69.2％と大多数を占めている。  
表 4.1 全国の直売所における実態の推移 
年度  設立数  総販売額(億円) a 従事者数（百人）  農業総産出額（億円）b  a/b (%) 
2006 13,358 4,585 - 82,900 5.5 
2010 - 8,176 1,816 81,214 10.1 
2011 - 7,927 2,000 82,463 9.6 
2012 23,560 8,448 2,146 85,251 9.9 
2013 - 9,026 2,126 84,668 10.6 
 
出典： 農林水産省（2014）「地産地消の推進について」を基に、農林水産省「生産農業所得統計（各年度






















































































































ここでは、マサチューセッツ州政府が発行している「Campus Sustainability Best 
Practice 」 に お い て 取 り 上 げ ら れ た ３ 大 学 の 実 践 例 を 紹 介 す る （Massachusetts 
Executive Office of Energy and Environmental Affairs , 2008)。 
事例１：サンタクララ大学（カリフォルニア州）  
サンタクララ大学は 2004 年にサステイナブルキャンパスを目指す「憲章」を制
定し、Buy Local に関する規定を盛り込んでいる。憲章の制定以前から Buy Local 活
動に取り組んでいた同大学だが、大学から 150 マイル（240 キロ）圏内で生産され
た農産物、飲料の購入に目標値を定め、全食料、飲料購入額の 20％以上を目指して
いる12。学生食堂（カフェテリア）の食材は 50％、季節によっては 80％を地元産に





現の一環として Buy Local 活動を導入している。キャンパス周辺 150 マイル以内の
農家、生産者から食料・飲料を直接購入し、学生食堂、キャンパス内にある学生寮
食堂などの全てのダイニングサービスで提供している。2013 年、同大学では食料・
飲料の総購入額の 41％を地元生産者から仕入れている。  
事例３：スミス・カレッジ（マサチューセッツ州）  
「Seven Sisters」 の一角をしめる同大学では、約 60 年以上も前から Buy Local 活
動に取り組んでいる。学生食堂・カフェテリアにおける食材の殆どを、地元農家か






ある。北米を中心に約 2,000 の高等教育機関が加盟する AASHE（Association for 
76 
Advancement of Sustainability in Higher Education）では、2007 年から STARS





のダイニングサービスにおける Buy Local の進捗度を示す審査項目「OP-6 Food and 
Beverage Purchasing」がある。OP-6 の意図するところは、地元の食材・飲料を積


























 全国の国立大学、公立大学  
 全国の私立大学のうち、地域振興を志向する大学：  
平成25、26年度「文部科学省「地（知）の拠点整備事業」の申請校（共同申
請含む）  














































































































特徴的である（表 4.2 参照） 
 
表 4.2  実践している地産地消の特徴的な活動を具体的に教えてください（自由記載）  
■ダイニングサービス／学内売店等での地産地消への取り組み  
私立大学（九州・沖縄） 業者に見積りを依頼する際に産地を指定  
公立大学（東北）  県産米の使用  
国立大学（近畿）  大学内の売店で地元産の農産物を販売。主体は大学ではなく売店を経営する民間企業  




私立大学（関東）  キャンパス内で週１回（授業期間中）の頻度で、地産地消商品の特別販売  
■教育活動における取り組み  
私立大学（近畿）  プロジェクト科目における地元農産物を素材とした商品回覧  
私立大学（北海道）  地域の特産品の有効活用について、グループ校である調理専門学校と連携した、学生中心のプ
ロジェクト学習を実施（エゾシカ肉、がごめ昆布など）  
私立大学（関東）  農学部での生産品  
私立大学（中国）  調理実習で使用する食材になるべく地域の食材を使用  
私立大学（近畿）  地元産農産物を用いた食品開発  
























地元自 治体 との 包括 連携協 定に 基づ く和 牛ブ ラン ド化へ の協 力／ 地元 企業 への健 康ギ ョーザ
の商品開発／学外公開講座における地域での昼食機会の設定  
公立大学（中部）  






































































































































































                                                   
註 
1 伊東（2012）の第 1 章において、我が国の地産地消の系譜に触れつつ、各論者による
地産地消の定義について、詳細な論考がなされている。  















6 農林水産省「2005 年世界農林業センサス」「平成 19 年農産物地産地消等実態調査」「平
成 21 年度農産物地産地消等実態調査報告」「平成 24 年度 6 次産業化総合調査」から作
成。 
7 内閣府「都市再生プロジェクト（第十次決定）大学と地域の連携協働による都市再生
の推進」平成 17 年 12 月 6 日、都市再生本部決定。  






10 University of Illinois Extension ウエブサイト  
http://web.extension.illinois.edu/state/index.php  (2016 年 1 月 22 日アクセス) 
11 連邦農業局（USDA）内の Cooperative State Research, Education, and Extension 




http://www.scu.edu/sustainability/stewardship/food.cfm（2016 年 1 月 29 日アクセス）  
13 AASHE ウエブサイト：サンタクララ大学の評価表を参照。 
https://stars.aashe.org/institutions/santa-clara-university-ca/report/2014-05-03/OP/d
ining-services/OP-6/ （2016 年 1 月 29 日アクセス）  
14 AASHE ウエブサイト：スミス・カレッジの評価表  
https://stars.aashe.org/institutions/smith-college-ma/report/2014-07-11/OP/dining-s
ervices/OP-6/（2016 年 1 月 29 日アクセス）  
15 農業従事者の環境改善、健康な畜産物・土壌・河川、農家の生計の確保といった点も、
Buy Local の進展で見込まれるとしている。  
16 文部科学省（2011）参照。 
17 斉藤徹史（2010）p.137-153. 及び国立大学法人法制研究会（2008-10）参照。 
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積の 1 割に及ぶボストン市の PILOT の事例を取り上げる。ボストン市は、市内の大























ている（Initiative for a Competitive Inner City and CEOs for Cities, 2002）。2013
年度の統計では、全米の二年制、四年制大学は、年間517億ドル消費活動を行って








課題を解決することを目的として、1994年に ICIC（The Initiative for a Competitive 
Inner City）というNPO法人を設立した 3。2001年には、ICICが企業経営者集団
「CEOs for Cities」と共同して、大学が有する経済的な資源を最大限に利用するこ
と で、 都 市 部 の経 済 再 生を 目 指 す アク シ ョ ン プラ ン （Leveraging Colleges and 










る法律（Housing and Community Development Act）」の施行により、大学を中心
としたコミュニティ開発を促進する専門部署 （OUP） を設置した。その後、OUP
は補助金プログラムである「The Community Outreach Partnership Center Program, 
COPC」を立ち上げ、2006 年までの間に 200 超の大学に対して、約 4,500 万ドルの
補助金を提供してきた。しかしながら、2006 年にはブッシュ政権の政策転換により、
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国歳入法典（Internal Revenue Code、以下 IRC）第 501 条 (c)（以下 501(c)）に
定めら れた 非営 利団 体一 般に 対す る連 邦所 得税 の免 税措 置に よる 区別 がある 。
501(c) の非営利団体にも複数種類があるが、非営利団体としての大学は 501(c)(3) 
として規定された「慈善な（charitable）非営利団体」である場合が多い。501(c)(3) 
には、原則免税の対象となる非営利団体の種類が分類、列挙されている。宗教､ 慈




と推定され、2013 年の実質 GDP の 5.4％を占めている。2013 年現在、IRS に登録
されている非営利団体（Nonprofit Organization）の数は 141 万あり、2003～13 年
の 10 年間で 2.8％増加している。全ての非営利団体のうち、501(c)(3) に規定され
89 
る慈善団体（Public Charity）数は、2003 年の 798,988 から 2013 年には 954,476
へと 19.5％増加している。非営利団体全体の収入（2.17 兆ドル）と支出（2.10 兆ド
ル）に対する 501(c)(3) の団体が占める割合は約７割（収入 1.73 兆ドル、支出 1.62
兆ドル）ある。総資産で見ると非営利団体全体が 5.17 兆ドルに対し、501(c)(3) の



















































図 5.1（左） 2010 年度の州政府、地方自治体の歳入の構造（US Census より筆者が作成）  













チュー セッ ツ州 での取 り組 み は 1900 年代初 頭に 始まり 、後 述す るボ ストン の
PILOT は、大学と個別に契約をする形として 1925 年から始まっている。隣町のケ
ンブリッジ市に所在するハーヴァード大学、マサチューセッツ工科大学（MIT）は、
1928 年から PILOT を納付している。ハーヴァード大学は、1990 年に結んだ市と
の合意に基づき、年 170 万ドルの PILOT を納めてきた。2006 年からは年 240 万ド
ルに納付額が改定され、今後 10 年ごと３％納付額が上乗せされる。同大学による
と、今後 50 年間で納付額の規模が、約 2 億 550 万ドルに及ぶという（The Crimson 
2005）。一方の MIT も同様であり、年間の支払い 150 万ドルに、年 2.5％の上昇分




ルズ大学は、市との間に 640 万ドルの一時金に加え、今後 5 年間で 500 万ドルの納
付することで合意している。  
４－２．PILOT の実態と規模 
2011 年、599 地方自治体を対象に実施した調査（Langley et al. 2012）によると、
PILOT は 2000 年以降少なくとも 28 州 218 地方自治体で実施されている。地方自
治体は、多様な手法で PILOT を受け取っているが、58％の自治体では非営利団体
と長期 契約を 結ん でい る。34％の自治 体で は毎 年納付 する 形式と なっ ている 。
PILOT を実施する地方自治体の行政区分は市と町が多い。また、少なくとも 7 つの
教育行政区、４つの郡で実施されている6。 
納付額の規模は毎年約 9,200 万ドル程度あり、9 割以上が教育機関と医療機関に
よるものである。そのうち 3 分の 2 は大学で占めている。PILOT 納付額の約 8 割
は、北西部地域、特にマサチューセッツ州とペンシルベニア州に集中している。１
団体あたり平均 292,952 ドル納付しているが、その中間値約 3 万ドルと比べると差
は約 10 倍ある。これは前項で紹介したハーヴァード大学、MIT の納付額から窺い







病院、ブリガム＆ウーマンズセンター、MIT の 5 団体はボストン地域に所在する。
なお、調査に回答した 181 地方自治体のうち 165 自治体では、PILOT 納付額は、
歳入の１％以下にとどまっているという。 




「Voluntary Contribution Program（善意の寄付プログラム）」と命名した PILOT
を導入した。レンデルが後に PILOT の義務化を表明するまでは、2,730 万ドル分





になる。米国にある約 15 万の非営利団体は、50 万ドル以上の固定資産を有してお




















ストン市の経済に大きな影響力を有する（表 5.1 参照）。2000 年の調査によると、
市内の私立大学及びその関係者が購入する財・サービスの規模は約 7 億ドル、私立





表 5.1 ボストン市の民間雇用主上位 10社 
 
図 5.3 ボストン市内の免税措置を受けた不動産 
赤色：免税措置を受けている大学と医療機関、黄色：免税措置を
受けている他の機関を表す。出典）Boston Assessing Department 
提供資料から Boston Globe（2011）が作成したものを転載。 
1. マサチューセッツ総合病院（14,752名） 
2. ブリガム アンド ウィメンズ病院 
(11,229 人) 
3. ボストン大学 (9,873名)  
4. ボストン・チルドレンズ病院 (7,903名) 




7. Fidelity （投資会社、5,500名） 
8. ハーヴァード大学大学院（5,132 名） 
9. ノースイースタン大学（4,484 名） 
10. ボストン・メディカル・センター（4,217名） 
太字：免税団体 出典）Boston Redevelopment 
Authority (2013) p.5.  
 
５－２． PILOT の系譜 
ボストン市は、1925 年から一部の非営利団体との間で PILOT の実施に関する覚












価したうえで、プログラムの標準化を行った（City of Boston 2010） 
５－３．ボストン方式の特徴 




価とした金額の合算で構成される（City of Boston 2010）8。 
 
 手 段：  PILOT の対象となる非営利団体を特定し、現金とコミュニ
ティ・ベネフィットによる市への貢献を要請する（参加は善意）。  
 対象団体：  教育、医療、文化セクターの私的非営利団体  
 固定資産の最低評価額：  課税対象とした場合、1,500 万ドル以上の固
定資産を有する非営利団体に参加要請  
 PILOT 納付額： 課税対象とした場合の固定資産税評価額の 25％にあた
る現金の納付を要請  
 コミュニティ・ベネフィット・クレジット（Community Benefit Credit）： 
市に認められた地域貢献活動を金銭的な対価に換算して、PILOT の全納
付額の最大 50％をクレジット  
 固定資産税納付によるクレジット：  免税措置を受けている固定資産に
対する固定資産税の納付分は PILOT 納付額の一部としてクレジット  




資産を有する 49 の非営利団体が、2012 年度から始まる新方式（ボストン方式）で  
の PILOT の参加団体となった。内訳は教育機関 23、医療機関 16、文化機関 10 で
ある。 
① 現金の納付実績 
 2011 年度、現金の納付額が 15,146,992 ドルであったに対し、新方式が始まって
5 年目となった 2016 年度は 32,082,841 ドルと倍増した。2016 年度分として市が設
定した納付額の目標値 47,406,810 ドルの 67.6％が実績値となった（表 5.2 参照）。
教育機関である大学は、合計で 23 機関参加しているが、納付額の上位３大学（ボ
ストン大学、ハーヴァード大学、ノースイースタン大学）で、約 80％の納付実績を






















表 5.2 PILOT 現金納付の実績（単位：ドル、2011、16 年度の比較） 
 2011 年度 2016 年度 
上段：実績額／下段：要請額 
医療機関全体（16 機関） 
 ※4 機関の納付なし 
6,007,904 18,528,181 
19,873,943 
マサチューセッツ総合病院 2,668,355 6,875,006 
6,875,006 
ベス・イスラエル医療センター 167,000 3,096,744 
3,096,744 
チルドレンズ病院 111,921 812,134 
812,130 
教育全体（23 機関） 
 ※9 機関の納付なし 
8,836,230 13,096,838 
25,634,755 
ボストン大学 5,082,079 6,100,000 
7,582,612 
ハーヴァード大学 2,109,293 3,223,466 
5,803,573 
ノースイースタン大学 3,051 1,100,000 
4,796,476 
文化施設全体(10 機関) 
 ※5 機関の納付実績なし 
151,196 457,822 
1,898,112 
ボストン美術館 66,220 68,920 
1,031,392 
ニューイングランド水族館 -  -  
WGBH（公共放送局） -  135,422 
135,422 
合計 15,146,992 32,082,841 
47,406,810 
出典）City of Boston(2016) より筆者作成 
 
 
図 5.4 市内主要大学の現金納付実績（単位：ドル、2016 年度） 






























2011 年度と 2016 年度を比較すると、納付額は倍増している（表 5.2 参照）。ところ
が、PILOT の全 49 の参加団体のうち 18 機関は現金納付を行っていない。これを
23 の教育機関（大学）に絞ってみると、市の現金納付要望額 2,560 万ドルに対し、
実際の納付額は 1,309 万ドルに留まっている。表 5.2 に示したとおり、ボストン大




















は不公平であるとしながらも、2015 年１月になって、2014 年度分の PILOT 設定




































少なくとも約 300 弱の地方自治体で実施されている PILOT だが、納付額の 9 割以
上が教育と医療機関によるもので、その 3 分の 2 は大学で占められている。しかし、
PILOT 納付の大部分は、ハーヴァード大学、イエール大学、スタンフォード大学を
はじめとする 10 の大学・医療機関で占められている。ボストンの PILOT には、市
内に約 30 ある大学が参加するが、現金納付の 8 割は、大規模大学であるボストン
大学、ハーヴァード大学、ノースイースタン大学によるものである。また、PILOT


























が、大学による PILOT はその真逆であり、我が国では経験がない。PILOT に関す
る問題や課題は米国固有のものとして捉えず、我が国でも起こりうる事態として考
慮する必要があろう。  
                                                   
註 
1 AI に関する議論が活発になってきたのは最近であるため、定義そのものが議論の対象
となっている。詳細は、AITF (2009) や Webber and Karlström(2009) が詳しい。また、
Taylor (2013) は、AI の理論化に向けた議論や各研究者の主張を整理している。AI 戦
略の好 事例と して 必ず紹 介され るペ ンシル ベニ ア大学 の取 り組み は  University of 
Pennsylvania Institute for Urban Research (2014) 等を参照。  
2 Taylor Jr., H.L. (2013) および Initiative for a Competitive Inner City (ICIC) and 
CEOs for Cities (2001) 参照。 










はなく、IRS から第 501 条によって免税措置の承認を受けた免税団体のことをさす場合
が多い（黒木 2015、p.59）。 
5 地方自治体による PILOT は、連邦法の PILOT の考え方を範としている。各州（郡）
にある国定公園、野生保護区など、連邦政府が所有する国有地と固定資産は免税措置と
なっている。地方自治体にとってこれは遺失の利益である。そこで、これを金銭的に補
填するために制定された連邦法が PILOT （または PILT、31 U.S.C. §§6901-6907）
である。 
6 フロリダ州では、PILOT は州の憲法に反するという法的判断が下っており、全米で
標準化された制度というわけでもない（Kenyon and Langley 2010）。 
7  The 189th General Court of the Commonwealth of Massachusetts Bill H.2584  
(Current) 
8 PILOT の代わりに、非営利団体が地元住人のためのコミュニティ・サービスを提供




ル大学の場合、地元ニューヘブン市に 750 万ドル規模の PILOT の納付を行っているが、
その中には市内で住宅を購入する同大学の教職員に対する特別手当の支給分や市の出
張所の再開発、市が抱える課題解決を目的とした市内団体への資金提供分も含まれてい
る（Kenyon and Langley 2010）。 
9 コミュニティ・ベネフィットの実績を証明する書類は毎年３月１日までに提出する必
要がある。 











































と称される地域経済振興の実践と理論化が始まった（Harkavy et al. 2014; AITF 
2015）。特に巨大な経済規模を有する病院に対する期待は大変高く、1999 年の時点
において、大学と病院・医療機関は、地域経済振興、コミュニティ再生の主役とな
り得る「隠れた資産（Hidden Asset）」と評されていた。人口の多い上位 20 都市に
おける民間企業・団体の雇用者数の 35％は、大学・病院に属しているという調査結
果をもとに、いわゆる「Eds と Meds」は、地域における力強い経済のエンジンであ
り、地域を健康にする存在と期待された（Harkavy et al. 1999）。さらに、主要都市
で発生したインナーシティ問題解決の一手段として、産業クラスター理論で著名な
ポーターが、大学や病院のポテンシャルを高く評価したことも注目を集める一助と




























経済規模について概観しておく。2015 年の米国疾病予防管理センター（Centers for 
Disease Control and Prevention’s, CDC）の統計によると、全米の総保健医療支出
は 3.2 兆ドル、対国内総生産（GDP）比が 17.8％と非常に高い。1970 年の比率が
6.9％であったこと比較すると、米国全体の経済成長が鈍化しているなか、保健医療
セクターの拡大傾向は際立っている。なかでも、保健医療総支出に占める病院の支
出は 1.3 兆ドル、対保健医療総支出比 32.3％となっている(National Center for Health 
Statistics 2017, p.317)。別の調査によると、2008 年に発生したリーマンショックに
より、米国は 1929 年の世界大恐慌以来の経済危機の影響下にあった。にもかかわ
らず、病院セクターは、約 3,420 億ドルの財・サービスを調達し、月平均 24,000
人の雇用を拡大したという (American Health Association 2014)。 
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米国における登録病院数の推移を表 6.1 に示す。2017 年は 5,564 施設、病床数約
90 万床、このうち急性期病院（Short Term Hospital）を含むコミュニティ病院





る総病床数の 7 割近くを占めている（表 6.1 参照）。 
いずれにしても、地域における民間非営利病院の経済的な影響力は非常に大きい
ことは疑いの余地はない。善意の非営利団体（Charitable Nonprofit）のなかで、大
学、病院が有する経済規模、資産規模は非常に大きい。Zuckerman  (2013) によれ
ば、全米の大学が保有する基金（Endowment）の総額は 4,000 億ドル、運営に伴う
支出総額は年間 3,500 億ドルを超え、約 400 万人の従業員を抱えている。他方、非
営利病院全体の経済効果は大学よりも更に大きく、従業員数約 540 万人、支出総額
年間 6,750 億ドル、毎年 3,400 億ドル強の財・サービスを調達している。全非営利
団体の収入合計の約 4 割、総資産の 25％は、病院に占めている（Zuckerman  2013, 
pp.1；126）。 
表 6.1 地域病院（Community Hospitals）数の推移 
病院数 1975年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2017年 
合計 5,875 5,830 5,384 4,915 4,936 4,985 4,862 
民間非営利病院 3,339 3,322 3,191 3,003 2,958 2,904 2,854 
民間営利病院 775 730 749 749 868 1,013 1,034 
州・郡・市立病院 1,761 1,778 1,110 1,163 1,110 1,068 983 

















































ンナーシティ（Inner City）」問題を AI 戦略で解決しようとする試みである。ポー
ターは、1994 年に全国規模の NPO「Initiative for a Competitive Inner City（ICIC）」
を設立して、民間セクターによる投資を通じて、インナーシティ内に住民の雇用創
出、所得向上、富と健康の創造を目指している5。 
 2011 年の ICIC の調査によると、大規模病院の 15 病院に 1 病院がインナーシテ
ィ内に位置している。これらの病院は合計すると年間 1,300 億ドル以上の支出があ
る。米国内の貧困率の高い都市において、病院は大変重要な役割を果たすポテンシ
ャルを持つ。2007 年に人口 25 万人以上の貧困率の高い上位 26 都市を対象に調査
したところ、病院はもっとも貧困な 10 都市中 5 都市（デトロイト、クリーブラン
ド、バッファロー、エルパソ、メンフィス、マイアミ、ミルウォーキー、ニューア
ーク、フィラデルフィア、シンシナティ）で、26 都市全体では 8 都市で最大の雇用








  表 6.2 貧困率の高い都市における産業別雇用者数別の病院の順位（2002年、07年比較） 
都市 人口 貧困率（％） 2002年 2007年
1 デトロイト 808, 327 33. 8 1 1
2 クリーブランド 395, 310 29. 5 1 1
3 バッファロー 264, 292 28. 7 1 1
4 エルパソ 605, 410 27. 4 4 4-7
5 メンフィス 637, 425 26. 2 3 3
6 マイアミ 348, 827 25. 5 2 3
7 ミルウォーキー 582, 207 24. 4 1 4
8 ニューアーク 270, 007 23. 9 2 3
9 フィラデルフィア 1, 449, 634 23. 8 1 1
10 シンシナティ 297, 304 23. 5 1 1
11 トレド 283, 851 22. 6 4 1
12 セントルイス 350, 759 22. 4 2-4 3
13 フレズノ 476, 460 21. 9 4 5
14 アトランタ 432, 511 21. 1  4-7  4-6
15 ダラス 1, 240, 044 21. 1 4 4
16 ピッツバーグ 290, 918 21. 0 1 1
17 コロンブス 732, 974 21. 0 4 4
18 ヒューストン 2, 046, 792 20. 7 4 4
19 シカゴ 2, 737, 996 20. 5 4 4
20 ミネアポリス 351, 184 20. 4 2 4
21 ボストン 613, 117 20. 4 1 1
22 ボルチモア 637, 455 20. 0 1 2
23 タルサ 389, 536 19. 1 2-5 2-5
24 セントポール 266, 258 18. 9 1-3 1-4
25 コーパスクリスティ 290, 010 18. 8 2-5 4-5
26 ニューヨークシティ 8, 274, 527 18. 5 3 5  
出典: Mckee (2011) p.11. 
 










ースを提供しており、およそ 400 名の参加者のうち 9 割が就職に至っている 7。 
低金利ローンの提供： サンフランシスコを基盤とするディグニティヘルス（前
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 2012 年に、AHA、国立公衆衛生研究所（Public Health Institute）らが全米の病




る。ところが、89％の病院では、Population Health Management に関する予算を
持ち合わせていないという(Health Research & Educational Trust 2015)。 
２－５．オバマケアと健康なコミュニティ形成の政策融和 
2010 年 3 月、患者保護及び医療費負担適正化法（Patient Protection and Affordable 
111 









































































要件である無料医療提供義務を撤廃した IRS の期待に反し、1990 年代になると米
国の無保険者問題は深刻さを増していった。加えて、先のコミュニティ・ベネフィ
ット制度の緩和措置は、2000 年代台に入り、連邦議会や州・地方議員からも疑問が
呈されるようになる。2002 年には、連邦議会の予算局（Congressional Budget Office）
が、納税者の寄付金控除を含む非営利病院への免税措置の規模を 126 億ドルと試算
している11。2006 年 5 月に開催された連邦下院歳入委員会の公聴会において、連邦
所得税、州・地方政府の固定資産税などの非営利病院に対する免税措置の是非につ





る形で IRS は、非営利病院に与えられる免税資格の審査基準を改めた。年間総収入  
25,000 ドルを超える 501(c)(3)の適格団体は、年次免税申告書「FORM 990」を毎
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年 IRS に提出することになった。FORM 990 には、活動計算書、貸借対照表、事業
目的・成果、理事会・幹部名簿など、非営利団体に関する一連の情報が収載され、
これらの情報は公示される。IRS は、この FORM990 に、コミュニティ・ベネフィ
ット活動の内容と関連する支出を報告する義務を課し、免税資格の審査資料とした。 
 それから 2 年後の 2010 年、オバマケアと称される「医療保険改革法（The Patient 
Protection and Affordable Care Act of 2010, PPACA）」の成立に伴い、健康問題の
解決や健康格差の解消に向けた戦略的な計画の策定とその評価（CNHA）、医療費
支援のポリシーの策定とその評価といった 4 項目の報告義務が FORM 990 内に課せ
られた。また 2011 年には、FORM 990 の改訂が行われ、コミュニティ・ベネフィ
ット活動について、更に細かな実績と関連支出を記載する申告項目（Schedule H）
が付加されている。  
表 6.3 は、Schedule H の申告項目の抜粋であるが、Part 1～5 部構成となってお
り、総合的評価で非営利病院の免税資格が評価される。特に現状では、従来からの
慈善治療、減額治療、メディケイドなどの公的保険制度からの原価割れに伴う病院








2015 年に IRS が公表した資料によると、2011 年課税年度における経済的支援の
実績は、Part 1 関連支出の 55％を占める 35 億ドルで、コミュニティの健康改善活
動支出は 27 億ドル弱である。非営利病院（免税病院）の総運営支出 5560 億ドルに
対する Part 1 関連の支出の割合は 9.67％となった (IRS 2015)。 
AHA と Ernst & Young (EY) が共同で実施した調査によると、2009～2011 年の 3
課税年度における会員病院の総運営経費に対する Part 1 の支払実績の比率は、それ
ぞれ 8.4％、8.2％、8.9％と、年々増加傾向が見られる。同調査では病院の病床数、 
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表 6.3 Form 990 Schedule H の申告項目（抜粋） 































Part 3 貸し倒れ費用、メディケアの実績、回収業務 
Part 4 マネジメント会社とジョイント・ベンチャー企業への関与 
Part 5 病院施設の現況 
 

























摘もある（Bakken et al. 2015）。但し、前述の AHA と EY の調査によれば、2009～
11 課税年度における病院の総運営経費に占めるコミュニティ構築活動支出の比率
























































合、連邦議会予算局（Congressional Budget Office）は、2026 年時点の無保険者数






















地域経済振興を実行に移している。CEOs for Cities (2015) に詳しく事例が紹介されて
いる。 
2 クリーブランドについては、クリーブランド財団（The Cleveland Foundation）を中





4 Axelroth et al. (2010) pp. 28-31 参照。 
5 ICIC Web サイト http://icic.org/about/ 参照。 
6 Zuckerman (2013) p.60. 
7 2016 年の参加者の就職率は 93％であった。  
http://www.partners.org/For-Employees/Workforce-Development/Community/Freque
ntly-Asked-Questions.aspx 参照。 






スで審査を行って免税資格を与えるまでに制度が緩和された。Colombo et al. (2011) 
が詳しい。 
11 2011 年課税年度では、非営利病院全体の免税措置の規模は約 246 億ドルに及ぶとい
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